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(博士論文要旨および審査報告)
学位請求論文
中嶋嘉孝｢家電流通の
構造変化に関する研究
一家電小売流通の視点から-｣
Ⅰ　論文要旨
中　嶋　嘉　孝
本論文は, 2000年から大きく変化した家電流通の構造変化の推移と構造変化が
いかなる主体を中心として行われたかを解明している｡特にこの研究では,どの
ようにして家電メーカーと小売間の関係が変化したのか,すなわちメーカーから
家電量販店へのパワーシフトとその原動力となったもの,およびメーカーと小売
を一体に捉えることで家電流通の全体像を解明したものである｡
本論文では家電流通について以下の問題意識を中心として検討している｡第一一
に家電流通の構造変化の問題である｡日本の家電流通は,家電メーカーが構築し
た販売会社制度,その下の系列店を単位として流通系列化が行われ,メーカー主
導のチャネルが構築された｡しかし家電流通の川下における流通系列化は崩れ,
系列店チャネルは4割のシェアに落ち込み,家電量販店主導の市場が形成さ
れ, 2000年に入り再編が相次いでいる状況が見られる｡
第二に家電流通の川上における特徴であった一地域卜-販売会社制度,チャネル
別販売会社制度がほぼ無くなっていることである｡このような販売会社制度の仕
組みや成り立ちなどメーカーにとってのチャネル構築を解明した先行研究や著書
は数多くあるが,それらの制度が2000年代に入り変化し,その要因を解明した研
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究は十分に行われていない｡
第三に家電量販店業界では,ヤマダ電機が日本の小売業で初の専門店売上高1
兆円を突破するなど,ますます上位企業の寡占化が進みつつある｡しかし経営危
機に陥る家電量販店も多く,勝ち組,負け組の差がはっきりとつき,また総合ス
ーパーをはじめとする総合で売る小売業態にとっての家電販売の競争力は,急速
に低下しつつある｡
第四に大手家電量販店が, 2000年代から自社物流からサードパーティロジステ
ィクス(3PL)と呼ばれる物流専門会社に切り替え,物流センター経由で複数メ
ーカーの商品を同時に店頭まで運ぶ一括物流と呼ばれるものを導入している点で
ある｡この動向を言い換えると小売が中間流通を担うことによる中抜き現象であ
り,中間流通のあり方,家電量販店とメーカーとの関係を変化させる一因である
といえる｡
第五にこれまでの家電流通の先行研究は,マーケテイング論ではメーカーから
のアプローチ,流通論では小売レベルのアプローチが採用されてきた｡これら2
つのアプローチを統合したトータルな視点による新たな分析枠組みを用いること
によって,縦の競争関係と横の競争関係を網羅したメーカーから小売まで一貫し
た分析が可能であると考えている｡また家電流通について流通系列化の歴史的視
点からの先行研究は多く見られた｡しかしこれらの先行研究には家電流通の変遷
の意味やメーカーと小売間のパワーの関係などについて十分な解明はなされてい
ない｡
以上のような問題意識から家電流通を研究することによって,川上,川下にお
ける流通系列化の構築段階から崩壊までの過程,販売会社制度の変遷を対象に,
そして家電量販店業界の競争を小売業態の各論,競争戦略論を踏まえて分析する
ことで今後の競争関係,その変化発生のメカニズムを理解しようとしている｡す
なわち,トータルな視点で家電流通を見ることで,川中における販売会社制度の
変遷,川下における家電量販店業界の競争を分析し,川上,川中,川下の関係が
どのように影響しあっているかを解明することで,バイイングパワーをつけた家
電量販店とメーカー間でパワーシフトの要因を解明できると考えている｡
まず家電流通全体の変化の理由の一つに川下部門の競争激化によるところが大
きい｡チャネル別シェアで6割を握る家電量販店の競争を見る必要があり,川下
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から川上へと分析し,一連の変化を知る必要があると考える｡よって川下におけ
る競争構造を分析している｡さらに川上における販社制度の変遷を経営史的視点
から分析している｡これらの動きを小売業態の学説そしてチャネルシステム論の
立場から分析している｡一連の変化に影響した外部条件として政府の流通政策を
考察し,今後の家電流通の牽引力と家電量販店がパワーシフトを成し遂げること
ができた要因は何かを明らかにしている｡本論文の構成は以下のとおりである｡
第1章では経営史的視点から,戦後の家電流通の発展史を検証している｡それ
らの発展史を検証することにより,現在とは違うメーカーのチャネル体制の構築
過程すなわちメーカーによる流通系列化の完成,ほころび,そして現在の状況に
至る重要な出来事を理解できると考える｡
第2章では,家電量販店業界の企業の戦略を2つの視点により分析をしている｡
家電量販店業界の競争すなわち横の競争を把握するために,主要5社の沿革や戦
略を小売ミックスおよび競争戦略論のアプローチから家電量販店業界の競争事例
を分析している｡その中で家電量販店業界の変化の代表例ともいえるヤマダ電機
の成長理由を探り,店舗戦略,物流戦略を中心にしたヤマダモデルを解明してい
る｡さらに現在の勝ち組,負け組み企業の戦略を2つのアプローチにより説明し
ている｡
第3章では,家電流通の川中段階であるメーカーの販売会社の変遷過程を分析
している｡まず家電メーカーがどのようにして販売会社を構築できたのか,そし
てその現状を分析している｡そこでケーススタディとして松下電器を取り上げて
いる｡現在でも家電メーカーの中で最多の販社を持ち,チャネル別販社を温存さ
せてきた松下の川中における流通チャネル構築の過程を,経営史的視点を入れつ
つ分析している｡具体的にはいかにして代理店制から販社制度に移行したのか,
そしてチャネル再構築の事例,チャネルコンフリクトの事例でもある,いわゆる
熱海会談とはどのようなものだったかなどを検討している｡
第4章ではチャネル論から家電流通を分析している｡この章ではメーカーがど
のようにしてチャネルを構築し,川上段階と川下段階のパワーの変化を導き出す
ために,メーカーと小売の縦の競争関係をさまざまな学説を用いて分析している｡
まず流通系列化の観点から家電流通の研究を見ている｡流通系列化の諸学説を用
いる理由としては,メーカーはどのようにパワーを発揮し,またその発揮してき
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たパワーとはどのようなものであったかを分析するためである｡かつては流通系
列化の典型的な業界とされてきた家電流通にとってこの研究は不可欠であると考
える｡またこの流通系列化からの家電流通のアプローチは多くの先行研究が存在
し,時系列別にどのような議論がなされてきたかも考察している｡
つぎにチャネル論から家電流通のチャネル体制の変化を分析している｡これら
の先行研究のレビューと前掲の家電流通の発展史そして個別企業の戦略の分析に
より,メーカーと小売のパワーの支配従属の関係が徐々に変化し,現在の家電量
販店主導のチャネル構築過程を,学術的にも検証している｡同時に家電流通の大
きな特徴とされた流通系列化の編成過程について松下電器の事例を検討している｡
そして家電流通全体をチャネル論の視点から分析することによって,チャネルリ
ーダーがどのように変化し,それらを管理するパワーとは何かを含めて分析して
いる｡このような分析方法により川上,川下の両方の角度から家電流通を把握し
ている｡
第5章では家電量販店業界の競争関係の変化の背景にある政府の流通政策の変
遷も踏まえた分析を行っている｡この章では大規模小売店舗法の廃止,大規模小
売店舗立地法施行への流れに至る大型店規制の緩和と家電量販店業界の出店戦略
の関連を把握し,新たに強化されるまちづくり三法と出店戦略の影響を考察して
いる｡つぎに家電量販店の成長に影響を与え,メーカーの流通系列化に歯止めを
かけた独占禁止法と家電量販店の関係を考察している｡そして家電量販店同士の
競争と系列店から家電量販店へのシフトを加速させている家電リサイクル法の内
容と,施行に伴うさまざまな新業態が出現した中古家電流通の現状を分析してい
る｡
第6章では家電量販店業界の競争についてさらに解明を進めるために,具体的
な地域に焦点を当て分析をしている｡そこで福岡都市圏における家電量販店の競
争を取り上げている｡福岡都市圏における家電量販店の競争に焦点を当てる理由
は,福岡都市圏には一時期は店舗数,売上高共に日本一であったベスト電器が,
本社を構えドミナント展開を行っていた中, 1998年からヤマダ電機を始めとする
大手家電量販店の進出が加速し,競争が激化していった点に注目している｡そし
て1999年のビックカメラから始まるカメラ系の量販店が進出し,いわゆる福岡家
電戦争が繰り広げられている｡そこで福岡家電戦争を例に,地元のベスト電器に
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対して,参入企業がどのようにして競争を優位に進めたのかを見ることができる
からである｡
最後に第7車ではこれまでの分析を踏まえ,家電流通の今後とパワーシフトに
至った要因とは何かをまとめている｡川下部門では,今後の家電量販店にとって
競争条件のひとつになる出店,商品展開,物流に焦点を当てて考察している｡つ
ぎにメーカーから家電量販店へシフトした要因と本論文におけるインプリケーシ
ョンを述べている｡
以上のように,本論文は家電流通を川上,川中,川下それぞれを時系列的に分
析し,メーカーからのチャネル構築と維持の視点,家電量販店を小売業態の各論,
実態調査を踏まえ,川上から川下までの一括した視点から,いかにしてメーカー
から家電量販店へパワーがシフトしたのかを検証し,その卜で家電流通の競争の
全体像を明らかにした｡
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1.本論文の主旨
中嶋　嘉孝氏による学位請求論文｢家電流通の構造変化に関する研究一家電小
売流通の視点から-｣は,戦後から今口までの日本の家電流通がどのような特徴
のもとに形成され,そうした特徴がいかに変化してきたかについて,とくにこの
20年ほどの間に日本の家電流通の姿をドラスティックに変容させる牽引役を果た
してきた家電量販店の経営戦略に焦点を当てながら,今日までの家電流通の姿を
詳細にかつ体系的に分析することで,構造変化の意味と効果を解読したユニーク
な研究である｡
論文のねらいは,バイイングパワーとパワーシフトというキーワードをベース
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に,これまで日本の家電流通に見られた家電メーカー主導の系列店チャネルから,
この20年間で家電小売企業が主導するチェーンベースの量販店チャネル-のパワ
ーの移転を,消費者の購買行動や政府の流通行政の変化など複数の条件をおさえ
ながら,実証的に解明したことである｡なぜ家電量販店が成長できたのか,同じ
家電量販店でありながらそこにはどうして勝ち組と負け組みが形成されたのか,
家電量販店の成長は家電メーカーにどのような影響を与えているのか,家電量板
店は消費者の生活を含め日本の家電流通の何を変えたのか,一連の問題提起を通
して,ひとつの大きな分析視角を提供している｡
論文では,家電量販店の台頭と成長が,小売競争にどのような影響をもたらし
たのかを論証し,しかも同時にその競争の影響が垂直的な関係にある家電メーカ
ーのチャネル管理にいかなる対応を迫り,家電メーカー間の水平的な競争にどの
ようなインパクトを与えたのか,さらにその家電メーカーは家電量販店にどのよ
うに対応するようになっているのか,という広い分析視角のなかで,従来ともす
ると断片的には考察されることがあっても,体系的に立体的に考察されることが
少なかった家電流通の構造変化の意味と効果を解明した意欲的な論文である｡
研究の方法としては,経営史,マーケテイング論および流通論の研究成果,さ
らには経常戦略論の理論的研究成果と,家電業界の実際の場で展開されている戦
略をすり合わせながら,フアクトファインデイングとフィールドサーベイ,さら
にインタビューを駆使して,これまで関係学会では十分に試みられなかった家電
量販店,販売会社および家電メーカーとの相互関係を分析することで家電業界な
らびに家電流通をめぐる研究に対する新しい分析視角を提示している0
2.本論文の構成
はじめに
第1章　家電流通の発展史と家電流通の解明
第2章　小売ミックス･競争戦略論から見る家電量販店業界の競争構追
第3章　家電流通の川中段階の変遷
第4章　チャネル論から見る家電流通
第5章　流通政策と家電流通
第6章　家電量販店の競争ケース
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第7章　これからの家電流通と本論文のインプリケーション
おわりに
3.本論文の概要
本論文は,家電流通の実態を明らかにしながら,近年の構造変化の発生をとら
え,それがいかなる原因によって引き起こされているかを検証しながら,特に構
造変化を推進してきた家電量販店の経営戦略について分析を進めている｡
まず,論文では家電流通の各段階を,メーカーを川上,販売会社など卸売段階
を川中,小売段階を川下と認識して議論を進めている｡論文の各章の内容は以下
のように特徴づけることができる｡
第1章:家電流通の歴史的な分析を通して,メーカーによる流通系列化の展開
過程と家電量販店が台頭する過程を解明している｡ここで,家電流通発展の過程
を卸段階と小売段階に分けて時系列的に検討することで,系列店と販売会社が一･
体となって発展した時代から,系列店の衰退とその反面で家電量販店が台頭する
ことで販売会社が機能変化する関係を論証している｡ここで注目できる分析は,
家電量販店の企業類型を詳細に解明していることである｡とくに, 1960年代に結
成された日本電気大型店協会(NEBA)に加盟した秋葉原や日本橋を発祥の地と
した家電量販店などのグループと, 1990年代になって北関東において台頭するコ
ジマやヤマダ電機(以下単にヤマダとする)さらにはカメラ系小売を代表企業と
した新興の家電量販店などのグループの特徴,家電メーカーにとっての2つのグ
ループの役割の違いについて綿密に分析することで,家電量販店なる業態がどの
ようにして形成され,いかなる経営的特徴を有するかを実証的に検討している｡
しかも,この小売業態としての家電量販店の形成ならびに成長を理論的に説明で
きる仮説を詳細に検討し,マルコム･P･マクネアの小売の輪の仮説や小売アコ
ーディオン仮説を使って,その説明力の範囲と限界を指摘している点もこの分野
の研究としてはまとまった成果を生み出しており注目できる｡
第2章:家電量販店が成長してきた理由と背景を現象的にはともかく,マーケ
テイング論や経営学的に説明することはこれまで十分に行われてきたとはいえな
い｡ここでは,まず理論の側で提供されてきた小売ミックス･アプローチと,経
営戦略論(競争戦略論)アプローチの2つの方法を用いて,家電量販店5社の沿
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革や戦略を評価しながら,どのような要因で家電量販店の成功が可能となったか
を論証している｡その中で勝ち組企業の代表ともいえ,日本の小売業初の専門店
売上高1兆円を達成したヤマダの成長要因である,店舗戦略や物流戦略に代表さ
れるヤマダモデルというべきものを解明している｡)とくにヤマダがなぜこれまで
のトップであったコジマを追い抜いて,チャレンジャーからリーダーになれたの
か｡現在の家電業界でリーダーとなっているヤマダの経営戦略について,小売ミ
ックスと経営戦略論の視点でその強みと弱みを評価しているのが注目される｡小
売ミックス･アプローチでは,大型店規制緩和という政府の政策変化を背景とし
て採用された,郊外や地方都市を立地対象としたチェーンベースによる大型店の
出店戦略が成長要因として貢献した点を論証している｡経営戦略論アプローチか
らもヤマダの戦略的優位性が説明されている｡特に,ヤマダがかつてはリーダー
であったベスト電器やコジマを追い抜いてトップに立つことができた理由を,ポ
ジショニング,資源や学習といったアプローチに当てはめて,物流や情報への投
資の先見性の視点からその優位性を論証している｡ヤマダではチェーンストアの
展開において徹底した出店の標準化を行い,商圏と立地条件に応じた店舗の標準
化と品揃えのタイプ化も行い,それを支えるため自社物流の整備による効率的な
物流システムと店舗規模に合わせた売れ筋商品の情報管理を追及することで,早
品レベルの商品動向,欠品への対応,売価変更などの販売支援システムを構築し,
他の家電量販店との価格競争などで優位に立てるシステムを実現してきたという｡
ヤマダは大店法の規制緩和をチャンスと捉えて,いち早く大型店の出店とその標
準化を進めるが,コジマはこれまでの先発者の位置で集積してきた中型店にとら
われ大型店への転換に遅れを取ってしまう過程も明らかにされている｡
第3章:家電流通の川中段階である販売会社に焦点を当て,販売会社が構築さ
れたねらいと,その後,家電製品の普及率の上昇,家電量販店の出現と成長,そ
れとは逆に系列店の減少に伴い販売会社がどのように対応することになったかを
2000年以降の販売会社の役割変化として明らかにしている｡設立当時からしばら
くは,家電メーカーは販売会社に出荷した時点で自社の売上が計上できる仕組み
だったため,販売量に対して過剰な出荷を行う押し込み販売が増加し,販売会社
が資金繰りを悪化させることで換金先としてアウトサイダーを生み出し,今日の
ディスカウンターの発生の温床を作り出した｡それに対する対策や家電量販店の
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成長に対応して,一地域-販社制から販売会社の集約,さらには広域販社への転
換, 2000年以降の統一販社への移行が図られるに至った過程を詳細に検討してい
る｡同時に家電量販店がアウトサイダーとして成長し,家電メーカーとの関係に
おいてインサイダー化するまでに至るプロセスで,販売会社が小売店に果たして
きた売れ筋商品の情報や一括物流といった機能代替が発生してきたことを論証し
ている｡特に2000年以降,ヤマダによる一括物流の仕組みを家電量販店各社が採
用したことで,販売会社にとって重要な役割であった納品業務を減らし,さらに
は競争激化による系列店の減少が販売会社による系列店の経常指導を減らすとい
った形で,販売会社の集約化や統一化を加速したことを明らかにしている｡家電
量販店の成長に伴う販売会社の役割変化に注目した研究は学会でも極めて少なく,
この研究が注目できる｡さらには,日本の家電流通の中で販売会社を確立するこ
とによって系列店チャネルのコントロールを徹底させてきた代表企業は松下電器
である.現在でも家電メーカーの中で最多の販売会社と系列店を持つ松下の)t悼
･川下における流通チャネル構築の過程を,経営史的視点を入れつつ分析してい
る｡ケーススタディとして,松下が販売会社をどのような方法で確立し,系列店
の増加した時代と,逆に減少している時代ではいかなる対応を行ったか,チャネ
ルコンフリクトにどのように取り組んできたのかを詳細に分析している｡
第4章:戦後から今日までの家電メーカーによる流通の系列化の推移と役割の
衰退を詳細に分析している｡家電メーカー主導の流通系列化のねらいが, 3種の
神器の一巡から1960年代以降,激しくなった横並びの家電メーカー間の競争激化
と末端での値崩れを防ぐ装置として,松下電器を業界のリーダーに強力に進めら
れた｡しかし,家電メーカーによる販売会社の整備,系列店との共存の強化を行
うほど,そうした投資に見合う販売量の確保と再販売価格の維持の必要が高まる
が,系列店とアウトサイダーとの価格差の発生というジレンマが拡大していくこ
とが論文では指摘される｡系列店が衰退する主な理由は,消費者の系列店離れ,
系列店内での業績格差や経営意欲の差,さらには系列店にとっての後継者難など
が指摘されている｡論文では,消費者の系列店離れが家電メーカーからのパワー
シフトを生み出す大きな原因であったことを,チャネル論におけるパワー分析か
ら論証している｡これまでチャネル論では,メーカーが自社製品の販売ルートを
構築し,維持するためにさまざまなパワーを行使して,チャネルメンバーの参加
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を動機づけ,ときにはチャネル内での垂直的衝突や異業態間競争の発生をどのよ
うに調整するかがチャネル管理の課題となるが,論文ではこうした事態が避けら
れない事例をこれまでのチャネル論者の研究を通して明らかにしている｡論者は
こうした研究を踏まえて,チャネルを管理する際のパワー基盤を報酬,制裁,専
門性,正当性,一体化というこれまでの企業間関係のパワーに加えて,新たに消
費者の購買選択のパワーの役割を指摘している｡家電量販店に対する消費者の選
択が,家電製品の家庭内普及とともに,購買･使用経験の増加と郊外生活に伴う
モータリゼーションの進展によって,家電品の多メーカー･多ブランドを内容と
した総合的な品揃えを展開している郊外大型店ほど集客に有利に作用した関係を
複数のデータを使って論証している｡単一メーカーに特化した系列店に比較して,
新製品開発や製品差別化が絶えず導入される家電業界おいて,低価格と他メーカ
ー･多ブランドの品揃えをアピールできる家電量販店は競争上明らかに優位に立
てた｡売場面積が大きく,比較購買が可能な大型店ほど有利に作用したという｡
消費者が経験効果や学習効果を踏まえて,家電メーカーの全国ブランド(ナショ
ナルブランド)の家電製品に対して価格比較のみならず,品揃えの豊富さ,駐車
場完備,自宅からの近接性を基準に店舗を選んでいることを指摘している｡
第5章:家電量販店業界の競争関係の変化の背景にある政府の流通政策の転換
を分析し,家電量販店の発展に与えた影響を探っている｡政府の大型店政策の転
換は,入店法の廃止によって家電量販店の競争のルールを大きく変えるきっかけ
を5-えた｡それまでは郊外の中型店舗を中心としたコジマの独走態勢が続いたが,
大店法の規制績和以降は,新規大型店を中心とした後発の優位性としてヤマダの
郊外大型店中心の出店戦略が有効に機能し出した過程を論証している｡とくに,
大店法が廃止され,大店立地法が施行された2000年度は,ヤマダが4000ni以上の
超大判店を多く出店し,コジマが3000ni前後の大型店を出店しており,その後両
社は,県庁所在地の都市を中心に大型店と中型店を組み合わせてドミナント戦略
を展開する共通の動きになってきているが,地方都市の出店数はヤマダが依然と
してコジマを上回っていることが指摘されている｡論文では,新たに強化された
まちづくり二法と出店戦略の影響も考察している｡さらに独禁法との関係で
は, 1993年には松下,日立,東芝,ソニーの4社の系列販売会社が家電量販店に
対して安売りによる値崩れを防ぐねらいで,店頭表示価格を拘束する圧力をかけ
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たことが独禁法違反の容疑で排除勧告を受けた出来事を取り上げて,メーカー販
売会社による家電量販店の販売価格の統制がいっそう難しくなったことを指摘し
ており,このことがヤマダやコジマなど家電量販店の価格競争と出店競争を後押
ししたことを示唆している｡逆に2006年には量販店のバイイングパワーの増大に
伴う行為の規制が家電ガイドラインとして公表され,家電量販店の不当廉売やポ
イント制についてそのあり方が問われ出したことを指摘している｡また家電リサ
イクル法の制定は家電量販店とって買い替え受け入れの窓口として成長を加速す
る役割を果たしてきたことも指摘している｡
第6章:家電量販店業界の競争の形態と特徴について解明するために,三大都
市圏と地方都市の2つに分け,地域別の家電量販店業界の競争構造と出店戦略を
中心に分析している｡まず三大都市圏については首都圏では池袋,新宿,秋葉原,
関西圏では梅田,なんば･日本橋,名古屋圏では大須と名古屋駅前,さらにはそ
れぞれの圏のなかでの郊外地域において,さらには政令指定都市の札幌,仙台,
新潟,福岡などの地方都市圏の広がりの中でカメラ系量販店を含む各家電量販店
の出店の詳細な追跡と競争関係の構図を明らかにしている｡このことによってヤ
マダ,コジマ,ヨドバシカメラ,ビッグカメラといった家電量販店が全国型の家
電量販店として成長する姿と,逆に地方に拠点を置いて展開していたローカルな
家電量販店や系列店の急速な衰退の関係を描き出している｡このことをより明確
にするため,福岡都市圏における家電量販店の競争に焦点を当てている｡福岡都
市圏には一時期は店舗数,売上高共に日本　一であったベスト電器が本社を構えド
ミナント展開を行っていたが, 1998年からヤマダを始めとする大手家電量販店の
進出が加速し,競争が激化していった過程を検討している｡福岡家電戦争として
知られる, 1999年のビックカメラから始まるカメラ系の量販店が進出し,既存の
ベスト電器に対して,参入企業がどのようにして競争を優位に進めたのかを実証
的に分析しており,各社の経営戦略やマーケテイング戦略の比較は注目できる｡
第7章:これまでの分析を踏まえ,家電流通の今後のあり方についての提言と
パワーシフトを可能にした要因についてまとめを行っている｡ここで興味深いの
は,家電業界の日米比較を行い,日本の家電流通の特徴が米国といかに異なるか
を日本のように総合化を実現していないベストバイやサーキットシティなどとの
比較から明確にし,さらにウォルマートの家電製品を取り込んだ総合化の動きの
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万が米国の家電流通に与える影響が重要であると指摘している｡米国の家電量販
店はショッピングセンター-の出店が多く,この店舗戦略が日本でどのように活
用されるべきかを示唆している｡今後の家電量販店の成長戦略として提言されて
いることは,まちづくり3法の改正のもとでは制約条件が多くなってきたものの
集積をねらった出店戦略,家電製品を軸とした総合的品揃えの充実, 3PLを活
用した物流機能のさらなる強化を提案している｡その上で,家電量販店がこれま
で採用してきた経営戦略を振り返って,家電量販店の勝ち組になり得た成功要因
を低価格戦略,物流や情報などの後方への積極投資,規制緩和をチャンスにした
大型店の立地戦略,さらには消費者の価格比較やワンストップショッピングを求
める要求に的確に応えてきた適応能力の要因に求めている｡論者はこうした企業
内の適応力が,外部の力である消費者の購買行動と政府の流通政策の大型店規制
緩和という環境変化をチャンスとして活用することで成長してきたことを論じて
いる｡そのことが同業態間･異業態間の水平的な小売企業間競争で優位性を実現
し,そこで獲得した大量販売力をバイイングパワーに転換して,家電メーカーと
の交渉を有利に進め,垂直的な関係においてパワーシフトを実現して,家電メー
カーの対応を変化させ,このことを通して構造変化の原因と全体的な関連の構図
を改めて提示している｡日本の家電流通のこうした構造変化の全体像を明らかに
することは,国内の学会関係者のみならず,海外の研究者からも注目されるとこ
ろである｡
4.本論文の評価
家電流通の中で,これまで小売流通の主流は家電メーカーの系列店チャネルで
あったが,ここ20年ほどの間に家電量販店チャネルへのドラスティックなシフト
が発生してきた｡本論文は,このような転換が生み出された背景を明らかにする
なかで,とくに,それを主体的に推進してきた家電量販店の経営戦略に焦点を当
て,経営戦略によって家電流通の構造変化がどのようにして引き起こされたのか
を解明しようとした意欲的な論文である｡
まず,論文の研究成果として評価できる点は,家電流通の構造変化のプロセス
について,その変化を推進してきた家電量販店との関連において捉えた点である0
家電メーカーの系列店の研究に比較して,家電量販店を正面から分析した研究は
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それほど多くはない｡論者は,家電量販店は,家電メーカーの流通系列化政策の
矛盾の中から生まれてきたと指摘している｡
家電量販店は当初からそのような名称ではなかったという｡最初は大型廉売店
という表現で扱われ,家電流通の位置としてはアウトサイダーであったという｡
家電メーカーにとって,安売りを加速するGMSや安売り店は正規の取引相手と
はみなされていなかった｡しかし,やがて販売会社やメーカーにとっても,過剰
生産された商品の換金先として,同時に処分のルートとしてなくてはならない存
在に変質する｡安売りをする小売店からすると,系列店よりも多くの顧客を集客
するに連れて,出店の戦略として店舗の大規模化と多店舗化を取り入れるほど,
家電メーカーとの正規の取引による品揃えと量の確保が重要な課題となり,家電
量販店のなかに,安売りを抑制した形で,家電メーカーとの正規取引を求める家
電量販店の業界団体(NEBA:日本電気専門大型店協会)を形成する第1の流れ
を指摘する｡しかし,系列店とこの第1グループの量販店は価格競争を抑制し,
品揃えやサービス競争に共通の利害を求めたが,第2グループの家電量販店の参
入を誘発し,価格競争の活発化を回避することができなかったことを,論者は小
売の輪の仮説を使って明らかにしている｡第1グループのNEBA所属の家電量
販店は,系列店に対しては参入当初は圧倒的な低価格と複数メーカーの品揃えを
武器に成長し, NEBA加入により安定した量の品揃えとサービスの充実などを特
徴とした展開を実現する｡ NEBA内では暗黙の相互不可侵が合意されており,メ
ーカーとの協調関係も構築され,価格競争が避けられていたという｡小売の輪の
仮説の次のステージに,北関東のYKKの家電戦争として知られたコジマやヤマ
ダさらにはターミナルを中心に発展してきたカメラ系量販店などに代表される,
第2グループの新興家電量販店が激しい価格競争を武器に家電市場に参入する過
程を詳細に描き出している｡ヤマダ,コジマ,カメラ系量販店それにNEBA系
量販店(ベスト電器)のそれぞれについて,専門店の品揃えから総合的な品揃え
へと拡張する戦略について小売アコーディオン仮説を活用してそのねらいと効果
を検証している｡また各社の経営戦略についてはヤマダがかつてはリーダーであ
ったベスト電器やコジマを追い抜いてトップに立つことができた理由を,競争戦
略論のポジショニング,資源や学習といったアプローチを活用して,物流や情報
への投資の先見性の視点から,第2章に要約したように,ヤマダの競争優位性を
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論証している点は注目できる｡
家電の小売流通の競争を優位に進めたヤマダやコジマなどの第2グループの家
電量販店が,全体の家電の流通構造を変化させる中心的な役割を果たしたといっ
ても,個々の企業の経営戦略を必要とした背景の分析に注目することで,構造変
化の環境要因を分析したのも評価できる｡そのひとつは,消費者の購買行動が家
電量販店にシフトしたという事実であり,論者はこの消費者支持こそ家電量販店
がメーカーに対して担保した最大のパワー基盤であると評価している｡メーカー
はこれまでマーケテイング調査を駆使して開発した新製品を見込みで大量生産し
系列店に押し込むプッシュ型のマーケテイングを展開してきたといわれている｡
この特徴は,系列店で扱うのは,単一メーカーの複数製品･複数ブランドであっ
た｡単一メーカーに特化した系列店に比較して,新製品開発や製品差別化を絶え
ず導入させる家電業界おいて,割引価格と多メーカー･多ブランドの品揃えをア
ピールできる家電量販店は競争上明らかに優位に立てた｡ヤマダに象徴されるよ
うに,売場面積が大きく,多数のメーカーの品揃えを総合化することで,比較購
買が可能な大型店ほど消費者には魅力的であり,消費者の購買経験や比較購買が
増えるほど有利に作用したという｡この大型店の出店を可能にしたのが,政府の
規制緩和であり,ヤマダがこのような環境変化をビジネスチャンスと捉え,新規
大型店を中心とした後発の優位性として郊外大型店中心の出店戦略を採用したこ
とを成功要因としている｡このことは,ヤマダの物流と情報システムへの積極的
な取り組みを検証することからも裏付けられている｡この点は,規制横和以降,
ヤマダは郊外大型店の出店を進める一方で,店舗の標準化と品揃えのタイプ化を
行い,それをサポートするために3PLを活用した自社物流の整備を進めてきた
事実関係を抑えて,業界をリードするモデルであると評価する｡消費者と行政と
いう中心的な環境から,経営戦略の効果を検証しており,説得力のある分析とい
える｡
論文の独自性は,この点と関連して,家電量販店のこうした物流改革が家電メ
ーカーの販売会社にどのような影響を与えたかを詳細に研究したことである｡家
電量販店やディスカウントストアの増加と成長は,家電メーカーに販売会社の統
合や機能変化を生み出した実態を明らかにし,チェーンベースの家電量販店の大
規模化,広域化,情報化に対応しようと一地域販売会社制度やチャネル別販売会
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社制度を解消し,販売会社の一元化を進めてきたことを指摘している｡家電量販
店のシェアとバイイングパワーの増大は,家電メーカーに販売会社を1一元化する
ことで情報を集約させ,量販店の価格決定権や交渉力に備える姿勢の表れとなっ
た｡それと前後して,家電量販店は一括物流に象徴されるロジスティクスを統合
することで,販売会社の中抜きを進めており, POSデータやポイントカードの
活用などの情報機能はメーカーの製品開発や企画機能にまで接点を拡張しており,
論文では,販売会社制度の変容からパワーシフトの効果について論じている｡こ
の研究は,すでに昨年の日本流通学会全国大会(2005年10月)において学会報告
を行い,その成果が認められ,当学会20周年の記念出版事業の『現代流通事典』
(白桃書房)の販売会社制度に関する執筆を依頼されすでに刊行されており,一
定の評価を得ている｡
この論文の大きな特徴は,家電メーカーの系列店との比較の中で家電量販店の
競争優位性の分析,さらにはこれまでト分に検討されることがなかった家電量販
店間の競争優位性の分析を行うことで,家電売卜島トップに躍進してきたヤマダ
の経常戦略の成功条件を実証的に解明している｡その上,家電量販店の成長過程
の分析を通して,理論的にはまったく分断されて考察してきた小売競争論とマー
ケテイング･チャネル論,さらにはこうした小売流通をテーマにすることが少な
かった経営戦略論を批判的に検討しかつ活用することによって,はじめて流通の
川卜段階にある小売企業がパワーを持つことで,水平的な小売競争の中での優位
性が垂直的な家電メーカーとの企業間関係にどのような影響や取引変化を及ぼし,
かつての主流チャネルが衰退し,新たな主流チャネルが形成していくかを,一一一つ
の人きな分析視角の中で解明することができたことである｡これはメーカーを主
導者としたチャネル研究や′ト売競争から個別に捉えるだけでは,構造変化の意味
や成果が見えにくいという制約を克服し,全体像を可視化するという枠組みを提
供している点で高く評価できる｡
しかし,論文に問題点や弱点がないわけではない｡まず,研究の問題意識とは
異なったかなり詳細な実態の解説が多いことが気になる｡このことは研究の論点
を時として不鮮明にしており,あらためて問題意識を明確にした論理的な分析,
記述それに結論の明確化が求められる｡とくに,文章表現が不十分なところがあ
り,論理展開においても,縦の競争を扱う第3章および第4章と,横の競争を扱
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う第2章と第6章の関係づけが必ずしも一貫していない問題も存在している｡マ
ーケテイング論や流通論,経営戦略論の幾つかのアプローチや仮説の取り扱いに
ついても,慎重さが必要といえる｡現象的な側面をダイレクトに当てはめただけ
で十分といえるのだろうか｡さまざまなアプローチの成立する論理と,実際のケ
ースの持つ条件を改めて検証し,どこまで説明できるかをより慎重に問いかける
姿勢が求められる｡
こうした問題点はあるものの,日米比較の調査を含め,実にさまざまな資料を
収集･駆使し,業界関係者へのインタビューや現地調査を試みており,文献資料
のみならず,フアクトファインデイングによってまとめられた論文として評価で
きる｡本論文としては,指摘したような課題を残すものの,日本の家電流通の発
展にとって,学術的にも,実業界にとっても有益な貢献を果たすものと考え,悼
士(経営学)の学位を授与するに値する十分な研究業績であると判定した｡
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